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（証券コード：4739) 
平成23年６月２日 

株 主 各 位 
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

 
 
 

代表取締役社長  奥 田 陽 一 

 

第32期定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 この度の東日本大震災に被災されました皆様に心よりお見舞い

申しあげます。 

 さて、当社第32期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使

することができますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」(44頁から50頁) 

をご検討いただきまして、平成23年６月21日 (火) 午後５時30分までに議決権を

ご行使くださいますようお願い申しあげます。 

【郵送による議決権の行使の場合】 

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限

までに到着するようご返送ください。 

【インターネットによる議決権の行使の場合】 

パソコン等から議決権行使サイトにアクセスしていただき、上記の行使期限まで

に議案に対する賛否をご入力ください。議決権行使サイト及び議決権行使方法の

詳細につきましては、３頁の［インターネットによる議決権行使について］を

ご参照ください。 

敬 具 
記 
 

１． 日 時 平成23年６月22日（水曜日）午前10時 
２． 場 所 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号 

新霞が関ビル 灘尾ホール 
３． 会議の目的事項 
 報 告 事 項 １．第32期（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件 

   ２．第32期（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）計算書
類の内容報告の件 

 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件 
 第２号議案 取締役12名選任の件 
 第３号議案 監査役１名選任の件 
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４． その他株主総会招集に関する事項 
 (1) 代理人による議決権行使の場合 
 代理人による議決権行使の場合には、株主様ご本人の議決権行使書用紙と

ともに、代理権を証する書面を会場受付へご提出ください。なお、代理人
は、当社の議決権を有する他の株主１名様に限らせていただきます。 

 (2) 議決権の不統一行使の場合 
 議決権の不統一行使をされる場合には、その旨及び理由を、株主総会の

３日前までに書面で当社宛にご通知ください。 
以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(お願い) 

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申しあげます。 

(お知らせ） 

１．株主総会参考書類及び添付書類に修正すべき事項が生じた場合には、直ちに当社ホー

ムページ（http://www.ctc-g.co.jp/ir/) にて、修正内容を掲載させていただきます。 

２．例年株主総会終了後に開催いたしておりました株主懇談会につきましては、諸般の

事情を鑑み、開催を見送ることといたしましたので、あらかじめご了承ください。 
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［インターネットによる議決権行使について］ 
 
１ インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項 
  議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承のうえ､ 

行使していただきますよう、お願い申しあげます。 
(1) インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト 

(下記２(1)をご参照ください｡）をご利用いただくことによって可能です。
なお、携帯電話を用いたインターネットでもご利用いただけます｡ インター
ネットにより、議決権を行使される場合は、招集ご通知に同封の「議決権行
使書用紙」の右下に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」が
必要となります。 

(2) 今回ご案内する「議決権行使コード」及び「パスワード」は、本総会に関し
てのみ有効です。次の総会の際には、新たに「議決権行使コード」及び 
｢パスワード」を発行いたします。 

(3) 書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インター
ネットによる議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。 

(4) インターネットで複数回数、または、パソコンと携帯電話で重複して議決権
行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効なものとして取り扱わせて
いただきます。 

(5) インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、
株主様のご負担となります。 

 
２ インターネットによる議決権行使の具体的方法 

(1) パソコン等をご利用いただく場合 
  【議決権行使サイトURL】 
  http://www.it-soukai.com/またはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp/にアク

セスしてください。 
  ただし、行使期間中の午前３時～午前５時は上記URLにアクセスすることが

できません。 
 (2) バーコード読取機能付の携帯電話をご利用いただく場合

は、右の「QRコード｣ を読み取り、議決権行使サイトに
アクセスすることが可能です。なお、操作方法の詳細は
お手持ちの携帯電話の取扱説明書をご確認ください。 

 

(3) ｢議決権行使コード」及び「パスワード」を入力し、｢ログイン」ボタンを
押してください。 

  ｢議決権行使コード」及び「パスワード」は、招集ご通知に同封の「議決権
行使書用紙」右下に表示されております。 

(4) 画面の案内に従い、議案に対する賛否をご入力ください。 
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３ ご利用環境 
(1) パソコンをご利用の場合 

  ◎パソコン Windows®機種 
(PDA、ゲーム機には対応しておりません｡） 

  ◎ブラウザ Microsoft® Internet Explorer5.5以上 
  ◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用でき

る環境 
  ◎画面解像度 1024×768以上をご推奨いたします。 

(2) 携帯電話をご利用の場合 
  ◎携帯電話 128bitSSL通信（暗号化）が可能な機種であること｡

｢iモード｣、｢EZweb｣、｢Yahoo! ケータイ」のいずれ
かのサービスが利用できること。(一部ご利用いた
だけない機種がございます｡） 

 ＊Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国に
おける登録商標または商標です。 

 ＊｢iモード」は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの登録商標です。 
 ＊｢EZｗeb」は、KDDI株式会社の登録商標です。 
 ＊｢Yahoo!」は米国Yahoo!Inc.の登録商標または商標です。 
 ＊｢QRコード®」は、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 

 
４ セキュリティーについて 

 行使された情報が改竄されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用しており
ますので、安心してご利用いただけます。 
 また「議決権行使書用紙」に表示された「議決権行使コード」と「パスワー
ド」は、株主様ご本人を認証する重要なものです。他人に絶対に知られないよう
ご注意ください。当社より株主様の「パスワード」をお問い合わせすることは
ございません。 

 
５ お問い合わせ先について 

(1) インターネットによる議決権行使に関するパソコン、携帯電話等の操作
方法等に関する専用お問い合わせ先 

  みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル 
  電話 0120－768－524（フリーダイヤル） 
  (受付時間 ９：00～21：00 土日休日を除く） 
(2) 上記 (1）以外の住所変更等に関するお問い合わせ先 
  みずほ信託銀行 証券代行部 
  電話 0120－288－324（フリーダイヤル） 
  (受付時間 ９：00～17：00 土日休日を除く） 

以 上 
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(添付書類) 
事 業 報 告 

  

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

１．企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過及びその成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益に持ち直しの動きが見られ

たものの、東日本大震災の発生により先行きが不透明な状況となりました。情

報サービス産業におきましても、顧客企業の業績回復に伴い、効率化・最適化

を中心としたIT投資の回復期待が高まりつつあったものの、結果として投資抑

制傾向が継続する状況となりました。 

 当社グループにおきましては、中期経営計画を策定するとともに、平成22年

度を成長戦略実現に向けた布石を打つ“成長の年”と位置付け、｢トップライ

ンの伸長と収益力の向上｣、｢中長期成長に向けた投資」及び「経営基盤及び収

益体質の強化」に注力いたしました。 

 主な取組みとしては、クラウドコンピューティングビジネス分野において、

独自のプライベートクラウドソリューションや、パブリッククラウドサービス

を拡充してまいりました。さらには、多様化する顧客ニーズに対応するため、 

｢クラウド時代のビジネスインフラストラクチャーを創造」をクラウドビジネ

スの基本コンセプトに設定し、これを体現する新ブランド「cloudage（クラウ

デージ)」を立上げました。また、目白坂データセンターの拡張工事を実施す

るとともに、横浜コンピュータセンターの新棟建設の本格検討を開始するなど、

今後増加が見込まれるクラウドコンピューティング関連ビジネスの布石を整え

てまいりました。また、新エネルギー・環境分野においては、低炭素社会実現

に向けた共同実証プロジェクトへの参画や、次世代配電系統最適制御技術の実

証事業に参加するなど、中長期成長分野への取組みにも注力いたしました。 

 営業活動につきましては、通信業界向けでは、新規通信規格導入に伴うネッ

トワーク、認証システムの構築やデータトラフィック増加を背景としたシステ

ム増強案件などが増加したほか、金融業界向けでは、市場系システム構築、共

通基盤構築ビジネスやコンタクトセンター設備の更新案件に注力いたしました。

流通業界向けでは、基幹システム、商流システムの構築や、店舗業績情報を集

計する大規模解析システムの構築などを推進し、製造業界向けではシステムの

仮想化統合案件や生産設備の増強案件を推進いたしました。また、文教関連ビ

ジネスでは、全学情報環境システムなどにおいて着実に実績を積み上げました。 

 人材育成につきましては、クラウドコンピューティングビジネスに精通した

人材作りのための自社研修プログラムを推進し、今後進展が見込まれている顧

01_9130001102306.pdf   1 2011/05/26   18:08:43



― 6 ― 

客のグローバル化に対応するために、語学研修や異文化理解研修など新たなプ

ログラムを拡充いたしました。ダイバーシティの取組みとしましては、障がい

者雇用の促進に向けた新会社㈱ひなりの設立や、在宅勤務制度の導入など働き

やすい環境整備に注力いたしました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、顧客のIT投資抑制の影響を受けて、

大型開発案件が減少したほか、保守運用費用の削減要求の強まりもあり、売上

高は283,068百万円（前連結会計年度比2.5％減）となりました。利益面では、

不採算案件がやや増加したものの、高採算案件の寄与もあり売上総利益率は

26.5％と前年並みに推移いたしました。販売費及び一般管理費は、新卒を中心

とした社員の増加があったものの業績連動に伴う人件費の減少及び諸経費削減

などにより53,558百万円（同3.1％減）となり、営業利益は21,316百万円（同

1.2％減）となりました。営業外損益では、持分法による投資利益の増加や投

資事業組合運用損の減少などもあり、経常利益は21,574百万円（同0.2％減)、

特別損益では資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額などにより、当期純利

益は11,451百万円（同8.1％減）となりました。 

 各セグメントの概況につきましては、ソリューションビジネスセグメントは、

エンタープライズシステム事業グループで収益が増加したものの、情報通信シ

ステム事業グループや流通システム事業グループを中心に減少し、売上高は

274,810百万円（同2.3％減)、営業利益は22,941百万円（同4.8％減）となりま

した。サービスビジネスセグメントは、保守・運用サービス事業グループや連

結子会社の減収により、売上高は53,241百万円（同3.0％減）となりましたが、

経費削減を進めた結果、営業利益は13,168百万円（同4.0％増）となりました。 
 
 (注) 上記セグメントの売上高及び営業利益には、当社グループ内取引において生じ

た利益額を含んでおります。 

 

 (2) 設備投資 

 当連結会計年度における設備投資金額は8,871百万円であります。主なもの

はクラウドコンピューティングビジネス分野への投資及びデータセンターにお

ける設備増強等によるものであります。 

 

 (3) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分 

 当社は、平成22年４月１日付で㈱ひなりを設立し、連結子会社といたしまし

た。 
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 (4) 財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第 29 期 

(平成19年度) 
第 30 期 

(平成20年度) 
第 31 期 

(平成21年度)  

第 32 期 
(平成22年度) 

(当連結会計年度)

売 上 高 319,289百万円 307,254百万円 290,391百万円 283,068百万円

経 常 利 益 26,054百万円 22,026百万円 21,627百万円 21,574百万円

当 期 純 利 益 15,419百万円 12,936百万円 12,461百万円 11,451百万円

１株当たり当期純利益 232.70円 199.21円 194.62円 180.47円

１ 株 当 た り 純 資 産 2,207.44円 2,299.63円 2,415.65円 2,492.42円

総 資 産 218,092百万円 227,456百万円 233,230百万円 238,168百万円

発 行 済 株 式 総 数 67,000,000株 66,000,000株 64,500,000株 64,500,000株

 

② 当社の財産及び損益の状況 
 

区     分 
第 29 期 

(平成19年度) 
第 30 期 

(平成20年度) 
第 31 期 

(平成21年度)  

第 32 期 
(平成22年度) 
(当事業年度) 

売 上 高 295,651百万円 283,837百万円 269,018百万円 261,953百万円

経 常 利 益 21,590百万円 15,181百万円 16,416百万円 17,391百万円

当 期 純 利 益 23,222百万円 10,862百万円 11,262百万円 10,869百万円

１株当たり当期純利益 350.44円 167.26円 175.89円 171.29円

１ 株 当 た り 純 資 産 2,015.21円 2,071.18円 2,168.10円 2,228.90円

総 資 産 209,417百万円 220,374百万円 225,478百万円 229,843百万円

発 行 済 株 式 総 数 67,000,000株 66,000,000株 64,500,000株 64,500,000株

 
 (5) 対 処 す べ き 課 題 

 IT業界は、世界的な景気後退後のIT投資抑制傾向継続や海外展開の加速、IT

ベンダーの垂直統合による業界再編や統廃合などの進展、新たなIT活用モデル

であるクラウドコンピューティングの普及・拡大など、大きな変革期に直面し

ており、この環境変化に対してより迅速かつ柔軟に対応していくことが求めら

れています。当社グループにおきましては、特にクラウドコンピューティング、

アウトソーシング分野を中心とした需要の質的変化への対応力を一層高めるべ

く、サービスメニューの充実とそのための戦略的投資の実行、価格競争力向上

に向けたコスト構造の継続的な見直しによる収益体質強化に引き続き取り組ん

でまいります。 
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 (6) 主要な事業セグメント 
 当社グループの報告セグメントは、機能別に「ソリューションビジネスセグ
メント」及び「サービスビジネスセグメント」の２つで構成されております。 
 ｢ソリューションビジネスセグメント」は、多様な顧客に対して、コンサル
ティングからシステム設計・構築、保守・運用サービスまでの総合的なSI提
案・販売活動を展開しております。 
 ｢サービスビジネスセグメント」は、データセンター、保守運用を中心とし
たサービスビジネスにおける調達、及びソリューションビジネスセグメント組
織との共同提案等を行っております。 

 
 (7) 主要拠点等（平成23年３月31日現在） 
  ① 主要な営業所等 
   ア．当社 
 
本 社 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

支 店 札幌、名古屋、大阪、広島、福岡 

営 業 所 仙台、水戸、静岡、豊田、熊本、沖縄 
 
 (注) 上記のほか、大崎オフィス、九段南オフィス、後楽オフィス、青山オフィス、池袋

オフィス、墨田オフィス、大手町インターネットデータセンター、渋谷データセン
ター、目白坂データセンター、横浜コンピュータセンター、神戸コンピュータセン
ター、テクニカルソリューションセンター（東京都千代田区)、葛西物流センター、
新木場ロジスティクスセンター、関西ロジスティクスセンター（大阪府吹田市）等
があります。 

 
   イ．連結子会社 
 

会     社     名 本 社 所 在 地 

シ ー テ ィ ー シ ー ・ テ ク ノ ロ ジ ー ㈱ 東京都千代田区 

シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱ 東京都世田谷区 

㈱ C R C シ ス テ ム ズ 東京都千代田区 

シ ー テ ィ ー シ ー ・ エ ス ピ ー ㈱ 東京都世田谷区 

㈱ C R C フ ァ シ リ テ ィ ー ズ 横浜市都筑区 

シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 東京都千代田区 

シ ー テ ィ ー シ ー ・ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス ㈱ 東京都千代田区 

フ ァ ー ス ト コ ン タ ク ト ㈱ 東京都渋谷区 

ア サ ヒ ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ ㈱ 東京都墨田区 

その他２社（国内１社、海外１社）  
 
 (注) 平成23年４月１日付で、㈱CRCシステムズは「CTCシステムサービス㈱」に、また、

㈱CRCファシリティーズは「CTCファシリティーズ㈱」にそれぞれ商号を変更してお
ります。 
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  ② 使用人の状況 
   ア．企業集団の使用人の状況 
 

使 用 人 数 
前 連 結 会 計 
年度末比増減 

平 均 年 齢 平均勤続年数 

7,134名 89名増 36.3歳 9.6年 
 
 (注) 上記使用人数には、当企業集団以外への出向者68名を含んでおります。 
 
   イ．当社の使用人の状況 
 

使 用 人 数 
前 事 業 年 度 
末 比 増 減 

平 均 年 齢 平均勤続年数 

4,574名 27名減 37.3歳 10.8年 
 

(注) 上記使用人数には、連結子会社等への出向者680名、関係会社等からの受入出向者
183名を含んでおります。 

 
 (8) 重要な親会社及び連結子会社の状況 
  ① 親会社の状況 

 伊藤忠商事㈱は、当社株式を33,665千株（出資比率52.2％、議決権比率 
(直接）54.1％、(間接）0.0％）保有しており、当社は同社の連結子会社と
なっております。 
 当社は、取扱い商品の一部を同社より仕入れております。 

 
  ② 連結子会社の状況 
 

資 本 金 出資比率
会    社    名 

(百万円) (％) 
主 要 な 事 業 内 容 

シーティーシー・テクノロジー㈱ 450 100.0 システム保守・サポート事業 

シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱ 300 100.0
製薬・化学業界向けシステム 
開発・販売事業 

㈱ C R C シ ス テ ム ズ 200 100.0 システム運用・サポート事業 

シーティーシー・エスピー㈱ 200 100.0
ネットワークソリューション製品
販売事業 

㈱ C R C フ ァ シ リ テ ィ ー ズ 100 100.0 データセンタービル管理事業 

シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 100 100.0 システム運用・サポート事業 

シーティーシー・ビジネスサービス㈱ 100 100.0
人事・総務関連業務等各種ビジネ
スサービス事業 

フ ァ ー ス ト コ ン タ ク ト ㈱ 50 100.0
コンタクトセンター及びヘルプ 
デスクサービス事業 

アサヒビジネスソリューションズ㈱ 110 51.0 システム開発事業 

その他２社（国内１社、海外１社)  

 
(注) 平成23年４月１日付で、㈱CRCシステムズは「CTCシステムサービス㈱」に、また、

㈱CRCファシリティーズは「CTCファシリティーズ㈱」にそれぞれ商号を変更してお
ります。 
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２．株式に関する事項（平成23年３月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 246,000,000株 

(2) 発行済株式の総数 64,500,000株（自己株式2,142,792株を含む)

(3) 当事業年度末の株主数 18,973名 

(4) 大株主（上位10名)  
 

株     主     名 持 株 数 持 株 比 率 

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 33,665,400株 53.99％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 2,561,100 4.11 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 1,615,900 2.59 

C T C 社 員 持 株 会 1,037,568 1.66 

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ) 684,200 1.10 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口) 681,200 1.09 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９) 636,300 1.02 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４) 530,300 0.85 

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 504,300 0.81 

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社 

420,546 0.67 

 
(注) 当社は、自己株式2,142,792株を保有しておりますが、上記大株主から除いております｡ 

   また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
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３．会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の状況（平成23年３月31日現在） 
 
氏   名 地 位 担 当 重要な兼職の状況 

奥 田 陽 一 代表取締役社長   

中 野  亨 
取 締 役 兼 
副社長執行役員 

ソリューションビジネスセグメン
ト分掌役員 
(兼)情報通信システム事業グルー
プ担当役員 

 

西 山 茂 樹 
取 締 役 兼 
副社長執行役員 

サービスビジネスセグメント 
分掌役員 
(兼)保守・運用サービス事業グル
ープ担当役員 

シーティーシー・テクノロジー㈱
社外取締役 
㈱CRCシステムズ 社外取締役 

大 西 恭 二 
取 締 役 兼 
専務執行役員 

流通システム第１事業グループ 
担当役員 
(兼)科学システム事業部担当 

 

藁 科 至 德 
取 締 役 兼 
専務執行役員 

金融システム事業グループ 
担当役員 

 

兼 松 泰 男 
取 締 役 兼 
専務執行役員 

経営管理グループ担当役員  

櫻庭愼一郎 
取 締 役 兼 
常務執行役員 

エンタープライズシステム事業 
グループ担当役員 

 

松 澤 政 章 
取 締 役 兼 
常務執行役員 

データセンター事業グループ 
担当役員 

㈱CRCシステムズ 社外取締役 

齊 藤  晃 
取 締 役 兼 
常務執行役員 

クロスファンクショングループ 
担当役員 

 

松 本 孝 利 取 締 役  
アカデミーキャピタルインベスト
メンツ㈱ 代表取締役社長 

須 﨑 隆 寛 取 締 役  
伊藤忠商事㈱ 執行役員 情報通
信・メディア部門長 

荒 井 智 仁 取 締 役  

伊藤忠商事㈱ 情報産業ビジネス
部長 
日本テレマティーク㈱ 社外取締
役 

笠 間 正 夫 常 勤 監 査 役  
シーティーシー・テクノロジー㈱
社外監査役 

柴 田  寛 常 勤 監 査 役  
㈱CRCシステムズ 監査役 
アサヒビジネスソリューションズ
㈱ 社外監査役 

林  光 佑 監 査 役  
弁護士 
丸の内綜合法律事務所 代表者 
国立大学法人名古屋大学 参与 

江 名 昌 彦 監 査 役  
伊藤忠商事㈱ 情報通信・航空電
子カンパニー チーフフィナンシ
ャルオフィサー 

 
(注) １．取締役松本孝利氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役笠間正夫、林 光佑、江名昌彦の各氏は、会社法第２条第16号に定める社
外監査役であります。 

３．取締役松本孝利、監査役林 光佑の両氏は、㈱東京証券取引所が指定を義務付け
る一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。 
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４．監査役江名昌彦氏は、経理部門における長年の経験があり、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。 

５．当事業年度中の取締役の異動は、次のとおりであります。 
西山茂樹氏は、平成23年３月31日付で取締役を辞任いたしました。 

６．当事業年度中の監査役の異動は、次のとおりであります。 
(1) 就任 

平成22年６月22日開催の第31期定時株主総会において、江名昌彦氏が新たに監
査役に選任され、同日付で就任いたしました。 

(2) 辞任 
池田修二氏は、平成22年４月30日付で監査役を辞任いたしました。 

 
 (2) 当事業年度に係る取締役、監査役ごとの報酬等の総額 
  ① 当事業年度に係る取締役、監査役の報酬等の額 

取締役12名 351百万円（うち社外 １名  10百万円） 
監査役５名 55百万円（うち社外 ４名  32百万円） 

 
(注) なお、上記金額は役員賞与を含めております。 

 
  ② 当事業年度において受け又は受ける見込みの額が明らかになった取締役、

監査役の退職慰労金の額 
取締役２名 33百万円 

 
 (3) 社外役員に係る他の法人等の業務執行者との重要な兼職状況 
 

区  分 氏  名 兼職先法人名 兼職の内容 兼職先との関係 

社外取締役 松 本 孝 利 
アカデミーキャピタル
インベストメンツ㈱ 

代表取締役社長 ― 

社外監査役 笠 間 正 夫 
シーティーシー・テ
クノロジー㈱ 

社外監査役 
子会社 
システム保守・サポ
ート業務の委託 

丸の内綜合法律事務
所 

代表者 ― 
社外監査役 林  光 佑 

国立大学法人名古屋
大学 

参与 ― 

社外監査役 江 名 昌 彦 伊藤忠商事㈱ 

情報通信・航空電
子カンパニー チ
ーフフィナンシャ
ルオフィサー 

親会社 
同社商品の購入及び
当社商品の販売 
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 (4) 社外役員の主な活動状況 
 

区   分 氏   名 主な活動状況 

社 外 取 締 役 松 本 孝 利 
当事業年度開催の取締役会18回のうち17回に出席
し、議案審議等につき必要な発言を適宜行っており
ます。 

社 外 監 査 役 笠 間 正 夫 
当事業年度開催の取締役会18回の全てに、また、監
査役会18回の全てに出席し、議案審議等につき必要
な発言を適宜行っております。 

社 外 監 査 役 林  光 佑 
当事業年度開催の取締役会18回の全てに、また、監
査役会18回の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護
士としての専門的見地から発言を行っております。

社 外 監 査 役 江 名 昌 彦 
平成22年６月22日就任以降開催の取締役会15回の全
てに、また、監査役会14回の全てに出席し、議案審
議等につき必要な発言を適宜行っております。 

 
 (5) 社外役員の責任限定契約に関する事項 

 当社は、当社定款第25条及び会社法第427条第１項の規定により、取締役松
本孝利氏並びに当社定款第32条及び会社法第427条第１項の規定により、監査
役林 光佑、江名昌彦の両氏と、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令の定める額としております。 

 
 (6) 社外役員の親会社又は当該親会社の子会社からの役員報酬等の総額 

 該当する報酬等はありません。 
 

４．会計監査人に関する事項 
 (1) 会計監査人の名称 

   有限責任監査法人トーマツ 

 

 (2) 責任限定契約に関する事項 

 該当事項はありません。 

 

 (3) 会計監査人の報酬等の額 

  ① 報酬等の額 110百万円

  ② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 154百万円
 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、

上記金額は合計額を記載しております。 

 

 (4) 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）の内容 

 データセンター業務における内部統制の整備及び運用状況に関する検証業務

並びにIFRSに関する助言・指導業務 
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 (5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

 取締役会は、会計監査人が職務を適正に遂行することが困難と認められる場

合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は

監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任に関する議題を株主

総会に提案いたします。 

 一方、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。 

 

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要 
(平成23年４月27日開催の取締役会における決議の内容の概要) 

 (1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制 

  ① コーポレート・ガバナンス 

ア．取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程、｢CTC理念体

系」及び「CTCグループ行動基準」に従い、経営に関する重要事項を決

定するとともに、取締役の職務執行を監督する。 

   イ．取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、社内規程に従

い、会社の業務執行に関する意思決定に参加する。 

   ウ. 担当分野の業務を権限と責任を持って迅速に遂行することを目的に執行

役員制を採用し、執行役員は代表取締役の指示の下、法令、定款、社内

規程及び取締役会決議に従い、担当する業務を執行する。なお、特定の

業務執行を担当する取締役は執行役員を兼務する。 

   エ．代表取締役社長、もしくは代表取締役社長が指名する取締役は、３か月

に１回以上及び必要の都度、職務執行の状況を取締役会に報告する。 

   オ．監査役は、法令が定める権限を行使するとともに、監査室及び会計監査

人と連携して、｢監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締

役の職務執行の適正性について監査を実施する。 

   カ．一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員を確保し、コーポレ

ート・ガバナンスの充実を図る。 

  ② コンプライアンス 

   ア．取締役及び使用人は「CTC理念体系」及び「CTCグループ行動基準」に従

い行動するものとする。 

   イ．社会秩序や安全、企業の健全な行動に悪い影響を与える個人・団体とは

一切関わらない。 
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   ウ．チーフコンプライアンスオフィサーの任命、CSR委員会及びコンプライ

アンスに係る事項を統括する部署を設置するとともに、｢コンプライア

ンス規程｣、｢CTCグループコンプライアンスプログラム」を制定し、各

部署のコンプライアンス責任者の任命、コンプライアンス教育・研修の

実施、法令ガイドラインの作成、内部情報提供制度の整備並びに「CTC

グループ行動基準」の遵守に関する全ての取締役及び使用人からの書面

取得制度等、コンプライアンス体制の充実に努める。 

  ③ 財務報告の適正性確保のための体制整備 

 ｢経理規程｣、｢販売管理規程｣、｢購買管理規程｣、その他社内規程を整備し、

業務分担と責任を明確化するとともに、牽制・モニタリング機能を業務プロセ

スに組み込むことなど内部統制の充実を図る一方、チーフフィナンシャルオフ

ィサー及び監査室並びに内部統制委員会が内部統制の運用面の監視・改善を指

導することにより、財務報告の適正性を確保するための体制の充実を図る。 

 また、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更について的確に

対応することができる体制を整備するため、監査法人及び各種団体からの積極

的な情報収集活動に努める。 

  ④ 内部監査 

 社長直轄の監査室を設置する。監査室は、業務全般に関し、法令、定款及

び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続及び内容の妥当性等につき、定期

的に内部監査を実施し、社長及び監査役に対し、その結果を報告する。また、

監査役は、内部監査により判明した指摘・提言事項の改善履行状況について

も、フォローアップ監査を実施する。 

 

 (2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

  ① 情報の保存・管理 

 取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか職務執行

に係る重要な情報が記載された文書（電磁的記録を含む｡）を、関連資料と

ともに、｢情報管理基本規程｣、｢文書管理規程」その他の社内規程の定める

ところに従い適切に保管し、管理する。 

  ② 情報の閲覧 

 取締役及び監査役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。 
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 (3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 リスク管理が経営の重要課題であることを認識し、CSR・コンプライアンス

リスク、情報セキュリティリスク、災害リスク、為替相場等による市場リスク、

信用リスク、投資リスク、技術に関するリスク、その他様々なリスクに対処す

るため、CSR委員会等各種の社内委員会や主管部署を設置するとともに、各種

管理規程、事業継続計画、投資基準、与信限度枠の設定や報告・監視体制の整

備等、必要なリスク管理体制及び管理手法を整備し、CTCグループのリスクを

管理する。 

 

 (4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

  ① 経営会議及び各種社内委員会 

 職務執行の決定を適切かつ機動的に行うため、社長の諮問機関として経営

会議を設置し、全般的経営方針・経営計画その他職務執行に関する重要事項

を審議する。さらに、各種の社内委員会を設置し、各々の担当分野における

経営課題について慎重な協議を行い、社長及び取締役会の意思決定に資する

ものとする。 

  ② ビジネスセグメント及び事業制 

   ア．ビジネスセグメントを事業グループの上位組織単位とし、分掌役員を設

置する。ビジネスセグメント分掌役員は、ビジネスセグメント全体の事

業展開立案、統括管理を行うことにより、事業グループ個別の最適化で

はなく、ビジネスセグメント全体の最適化を目指す。 

   イ．ビジネスセグメント分掌役員及び事業グループ担当役員は、職務権限規

程等に基づき付与された権限及び予め設定された経営計画に基づき効率

的な経営を行う。 

   ウ．ビジネスセグメント分掌役員及び事業グループ担当役員は、法令、定款、

社内規程及び社内基準に従い、担当領域の経営を行う。また、ビジネス

セグメント及び事業グループ毎に主要な数値目標を設定し、定期的に数

値目標の達成度を検証するとともに職務執行の状況を取締役会へ報告す

ることにより、経営管理を行う。 

  ③ 執行役員制 

 担当分野の業務を権限と責任を持って迅速に遂行することを目的に、執行

役員制を採用する。執行役員は、取締役会の決議をもって任命されるものと

し、代表取締役の指示の下、法令、定款、社内規程及び取締役会決議に従い、

担当する業務を執行する。 

 なお、特定の業務執行を担当する取締役は執行役員を兼務する。 
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  ④ 職務権限・責任の明確化 

 適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、｢業務分掌規程｣、｢職務権

限規程」等、各種社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図

る。 

 

 (5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制 

  ① 親会社との関係 

 当社は、親会社との人的交流、顧客ベース活用等の営業活動での連携強化

を図る一方、事業運営に際しては、あくまでも自主性・自律性を維持強化し

つつ業績拡大を目指すことにより、その独立性を保持する。 

  ② 子会社管理体制 

 子会社毎に主管部署を定め、当社の子会社の総括管理機能を有した部署と、

｢事業会社管理規程」その他の社内規程に従い、子会社の経営管理及び経営

指導にあたるとともに、各子会社には原則として取締役及び監査役を派遣し

て業務の適正を確保する。 

  ③ コンプライアンス 

 ｢コンプライアンス規程」及び「CTCグループコンプライアンスプログラ

ム」に則り、コンプライアンス実行計画、コンプライアンス責任者の設置、

法令ガイドラインの整備、内部情報提供制度の整備等コンプライアンス体制

の整備につき子会社の指導を行うとともに、CTCグループで一貫したコンプ

ライアンス教育・研修を実施し、CTCグループ全体でのコンプライアンスの

徹底に努める。 

  ④ 内部監査 

 子会社の業務活動全般についても当社監査室による内部監査の対象とする。

また、監査室は、CTCグループとしての内部監査体制の構築を推進するとと

もに、子会社に対する計画的な監査を行い、CTCグループとしての業務の適

正性向上に努める。 

 

 (6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項 

  ① 監査役の職務を補助すべき使用人 

 監査役は、監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を指示することが

できるものとする。 

  ② 当該使用人の取締役からの独立性 

 監査役より、監査業務に必要な指示を受けた使用人はその指示に関して、

取締役、監査室長等の指揮命令を受けないものとする。 
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 (7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 

  ① 重要会議への出席 

 監査役は、取締役会のほか、経営会議、役員会、各種社内委員会、その他

の重要会議に出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料

を閲覧することができる。 

  ② 取締役の報告義務 

 取締役は、法令が定める事項のほか、定期的に、自己の職務執行の状況を

監査役に報告する。 

  ③ 使用人による報告 

 使用人は、監査役に対して、次に掲げる事項を直接報告することができる。 

   ア．当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実 

   イ．重大な法令又は定款違反事実 

 

 (8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

  ① 意見聴取の実施 

 監査役は、社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催するとと

もに、適宜、業務執行取締役及び重要な使用人から職務執行の状況に関する

意見聴取を実施する。 

  ② 監査室の監査役との連携 

 監査室は、監査役との間で、各事業年度における内部監査計画を協議する

とともに、内部監査結果等について密接な情報交換及び連携を図る。 

  ③ 外部専門家の起用 

 監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、その他の外

部専門家を独自に起用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
(注) この事業報告における記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております｡ 
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連 結 貸 借 対 照 表 
  

（平成23年３月31日現在） 
(単位：百万円) 

 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 
 

支払手形及び買掛金 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

受 注 損 失 引 当 金 

アフターコスト引当金 

そ の 他 

固 定 負 債 
 

リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

 
 

71,615 
 

24,282 

4,306 

7,214 

15,826 

5,533 

108 

249 

362 

13,730 

10,685 
 

8,629 

97 

441 

1,170 

346 

負 債 合 計 82,301 
 

（純資産の部） 

株 主 資 本 
 
資 本 金 
 
資 本 剰 余 金 
 
利 益 剰 余 金 
 
自 己 株 式 
 

その他の包括利益累計額 
 
その他有価証券評価差額金 
 
繰延ヘッジ損益 
 
為替換算調整勘定 
 

少 数 株 主 持 分 
   

 
 

155,181 
 

21,763 
 

33,076 
 

106,729 
 

△ 6,387 
 

239 
 

306 
 

△     4 
 

△    62 
 

446 
  

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 
 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

リ ー ス 投 資 資 産 

有 価 証 券 

商 品 

仕 掛 品 

保 守 用 部 材 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
 
有 形 固 定 資 産 
 
建 物 及 び 構 築 物 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 
 
ソ フ ト ウ ェ ア 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 
 
投 資 有 価 証 券 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

183,608 
 

29,452 

60,321 

8,374 

38,997 

9,447 

5,318 

7,278 

13,827 

8,348 

2,248 

△     6 

54,559 
 

29,890 
 

16,693 

2,504 

6,436 

4,255 

8,621 
 

7,686 

829 

105 

16,047 
 

4,322 

2,064 

1,353 

8,377 

△    69 純 資 産 合 計 155,867 

資 産 合 計 238,168 負 債 ・ 純 資 産 合 計 238,168 

 
 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
(単位：百万円) 

 

科        目 金        額 

売 上 高  283,068 

売 上 原 価  208,193 

売 上 総 利 益 
  

 74,875 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  53,558 

営 業 利 益 
  

 21,316 

営 業 外 収 益 
  

  

受 取 利 息 67  

受 取 配 当 金 48  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 113  

保 険 配 当 金 67  

そ の 他 224 521 

営 業 外 費 用 
  

  

支 払 利 息 188  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 51  

そ の 他 24 263 

経 常 利 益 
  

 21,574 

特 別 利 益 
  

  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 311 311 

特 別 損 失 
  

  

固 定 資 産 除 却 損 232  

減 損 損 失 15  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 423  

会 員 権 評 価 損 17  

損 害 賠 償 金 114  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 679 1,481 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
  

 20,404 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,041  

法 人 税 等 調 整 額 △   184 8,856 

少数株主損益調整前当期純利益 
  

 11,548 

少 数 株 主 利 益  96 

当 期 純 利 益 
  

 11,451 

 
 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
(単位：百万円) 

 

株   主   資   本 
 

資  本  金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年３月31日残高 21,763 33,076 101,040 △1,386 154,492

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △5,762  △5,762

当 期 純 利 益  11,451  11,451

自 己 株 式 の 取 得  △5,001 △5,001

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ) 

  

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 5,689 △5,001 688

平成23年３月31日残高 21,763 33,076 106,729 △6,387 155,181

 
 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 
 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
繰延ヘッジ
損   益

為替換算 
調整勘定 

その他の包括利益
累 計 額 合 計

少数株主 
持 分 

純資産合計

平成22年３月31日残高 235 4 △60 180 445 155,118

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当   △5,762

当 期 純 利 益   11,451

自 己 株 式 の 取 得   △5,001

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 （ 純 額 ) 

70 △9 △1 59 1 60

連結会計年度中の変動額合計 70 △9 △1 59 1 748

平成23年３月31日残高 306 △4 △62 239 446 155,867
 
 (注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記) 
1. 連結の範囲に関する事項 
 (1) 連 結 子 会 社 の 数     11社 
 (2) 主 要 な 会 社 名     シーティーシー・テクノロジー㈱ 
                 シーティーシー・ラボラトリーシステムズ㈱ 
                 ㈱CRCシステムズ 
                 シーティーシー・エスピー㈱ 
                 ㈱CRCファシリティーズ 
                 シーティーシー・システムオペレーションズ㈱ 
                 シーティーシー・ビジネスサービス㈱ 
                 ファーストコンタクト㈱ 
                 アサヒビジネスソリューションズ㈱ 
   連結子会社数の増加     １社 
   会   社   名     ㈱ひなり 

なお、㈱ひなりは、平成22年４月１日付で新たに設立したため、連結の範囲に含め
ております。 

 
２．持分法の適用に関する事項 
 (1) 持分法を適用した関連会社の状況 
  ① 持分法適用の関連会社数  ４社 
  ② 主 要 な 会 社 名    伊藤忠テクノロジーベンチャーズ㈱ 
                 ㈱IHIエスキューブ 
 (2) 持分法を適用しない関連会社の状況 
  ① 会社名          精藤股份有限公司 
  ② 持分法を適用しない理由 

精藤股份有限公司は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合
う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しており
ます。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、海外子会社１社の決算日は12月31日であります。 
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有 価 証 券 
    そ の 他 有 価 証 券 
 時 価 の あ る も の ………決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 

 時 価 の な い も の ………移動平均法による原価法 
(投資事業組合持分については持分法） 

② デ リ バ テ ィ ブ…………原則として時価法 
  ③ た な 卸 資 産 
    通常の販売目的で保有するたな卸資産 
 商 品 ………移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定） 

 仕 掛 品 ………個別法による原価法 
 保 守 用 部 材 ………利用可能期間（５年）に基づく定額法 
 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、データセンター事業に係る有形固定資産及び平成10年４月１日以
降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法） 
(主な耐用年数） 
  建物及び構築物  15～41年 
  工具、器具及び備品  ５～15年 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 
自社利用のソフトウェア ……社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 
市場販売目的のソフトウェア ……見込販売数量に基づき償却 

(ただし、３年均等配分額と比較し、いずれか大きい額
とする） 

  ③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20
年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。 

  ② 賞 与 引 当 金 
当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に
負担すべき支給見込額を計上しております。 

  ③ 役 員 賞 与 引 当 金 
当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度にお
ける支給見込額を計上しております。 

  ④ 受 注 損 失 引 当 金 
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係
る損失見込額を計上しております。 
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  ⑤ アフターコスト引当金 
システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、過去の実績
率に基づく将来発生見込額のほか、個別案件に係る必要額を計上しております。 

  ⑥ 退 職 給 付 引 当 金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。 
なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 
(10年）による定額法により費用処理することとしております。 

 (4) 収益及び費用の計上基準 
  ① 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準 

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの 
 ……工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法） 
 その他のもの 
 ……工事完成基準 

  ② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。また、販
売利益については、リース期間にわたり定額法により繰延べることとしております。 

 (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。 
なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社等の決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定及び少数株主持分に含めております。 

  ② 重要なヘッジ会計の方法 
   ア．ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクのヘッジについて、振当処理を採用しております。 
   イ．ヘッジ手段及びヘッジ対象 
 ヘ ッ ジ 手 段 ………先物為替予約取引 
 ヘ ッ ジ 対 象 ………外貨建債権債務及び外貨建予定取引 
   ウ．ヘッジ方針 

為替変動リスクをヘッジするため、社内規程に基づき、原則同一通貨建てによる
同一期日の為替予約を行っております。 

   エ．ヘッジ有効性評価の方法 
同一通貨建てによる同一期日の為替予約に限定しており、その後の為替相場の変
動による相関関係は確保されているため、有効性の評価を省略しております。 

  ③ 消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
５．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 
当連結会計年度より、｢資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号）及び 
｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号）を適用し
ております。 
これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益はそれぞれ79百万円減少し、税金
等調整前当期純利益は758百万円減少しております。 
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６．表示方法の変更 
（連結損益計算書関係） 
会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結損益計算書において「少数株主損
益調整前当期純利益」の科目を表示する方法に変更しております。 

 
７．追加情報 

会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対照表及び連結株主資本等変
動計算書における「評価・換算差額等」は「その他の包括利益累計額」として表示する
方法に変更しております。 

 
(連結貸借対照表に関する注記） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,255百万円 
 
２．保証債務 

従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 
保証先 従業員（53名)
保証金額 234百万円

 
(連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末
株 式 数 （ 千 株 )

当 連 結 会 計 年 度
増加株式数（千株)

当 連 結 会 計 年 度 
減少株式数（千株) 

当連結会計年度末
株 式 数 （ 千 株 )

発行済株式  

 普通株式 64,500 ― ― 64,500

合計 64,500 ― ― 64,500

自己株式  

 普通株式 (注) 470 1,672 ― 2,142

合計 470 1,672 ― 2,142
 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,672千株は、自己株式取得のための市場買付に

よる増加1,672千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。 
 
２．配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 
 

決  議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

平成22年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 2,881 45.00 平成22年３月31日 平成22年６月23日

平成22年10月29日 
取締役会 

普通株式 2,881 45.00 平成22年９月30日 平成22年12月３日

 
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの 
平成23年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。 

 

株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日 

普通株式 2,806 利益剰余金 45.00 平成23年３月31日 平成23年６月23日
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(税効果会計に関する注記） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
    （流動の部） 
    繰延税金資産 たな卸資産評価損否認 4,933百万円 
 賞与引当金否認 2,268 
 未払事業税否認 619 
 未払金否認 440 
 アフターコスト引当金否認 148 
 受注損失引当金否認 102 
 その他 258 
 小計 8,773 
 評価性引当額 △423 
 合計 8,349百万円 
    繰延税金負債 連結消去に伴う貸倒引当金調整額 △0 
 繰延ヘッジ損益 △0 
 繰延税金資産の純額 8,348百万円 

 
    （固定の部） 
    繰延税金資産 減価償却費損金算入限度超過額 992百万円 
 投資有価証券評価損否認 523 
 固定資産未実現利益 335 
 資産除去債務否認 479 
 繰越欠損金 224 
 退職給付引当金否認 181 
 投資事業組合運用損否認 87 
 その他 197 
 小計 3,022 
 評価性引当額 △567 
 合計 2,454 
 繰延税金負債との相殺 △1,101 
 繰延税金資産の純額 1,353百万円 

   
    繰延税金負債 前払年金費用 △846百万円 
 有形固定資産 △187 
 その他有価証券評価差額金 △146 
 その他 △19 
 合計 △1,199 
 繰延税金資産との相殺 1,101 
 繰延税金負債の純額 △97百万円 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 
   法定実効税率 41.0％ 
   （調整）  
    交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0 
    評価性引当額の増加 1.0 
    その他 △0.6 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.4％ 
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(金融商品に関する注記） 
１．金融商品の状況に関する事項 
 (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループにおける資金運用については、為替変動リスクがなく、かつ信用リスク
が低く安全性の高い金融資産に限定して余資運用を行っております。 
設備投資（一部のリースを除く）の資金や通常の運転資金については、特に銀行借入
等による調達は行っておりません。 
デリバティブについては、外貨建ての債権債務及び予定取引に係る先物為替予約のみ
を将来の為替変動によるリスク回避のために実施しており、投機的な取引は行ってお
りません。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形及び売掛金並びにリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒
されております。有価証券は、譲渡性預金とコマーシャルペーパーであり、発行体の
信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、一部の銘柄については、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。 
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その
一部は、商品等の輸入に伴う外貨建てのもので為替変動リスクに晒されておりますが、
先物為替予約によりヘッジしております。リース債務は、主に顧客への機器販売等に
係るファイナンス・リース取引に基づくリース債務であります。 
先物為替予約の執行・管理については、取引権限等を定めた社内規程に従って行って
おり、また、先物為替予約の利用にあたっては、信用度の高い銀行とのみ取引を行っ
ております。 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制 
  ① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理
及び残高管理を行うとともに、営業部署から独立した与信管理の専門部署により、
取引先ごとの信用状況を審査し、適切な与信限度額とその期限を設けるとともに、
債権の回収状況、滞留状況を定期的に把握し、回収を確実にする体制をとっており
ます。 
有価証券については、半年ごとに、経営会議にて運用限度額や運用商品等の基本方
針を設定し、これに基づいて財務経理部が銘柄選定等を立案のうえ、担当役員が決
定しております。また、資金運用状況については、四半期ごとに経営会議に報告し
ております。 

  ② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
当社及び一部の連結子会社は外貨建ての債権債務及び予定取引の為替変動リスクに
対して、先物為替予約にてヘッジしております。なお、先物為替予約の実行に当た
っては、取引権限等を定めた社内規程に基づいて、取引主管部署が立案し、財務経
理部が契約締結を行っております。 
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把
握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況の見直しを行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管
理 
当社は、各部署からの報告等に基づき資金収支を管理しており、不測の事態におい
ても必要支払予定額に不足することのないように、流動性リスクを管理しておりま
す。また、当社と子会社間でキャッシュマネジメントサービスを導入しており、グ
ループ資金を当社で集中管理することにより、資金の効率的かつ安定的な管理を図
っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。 
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ
ん。((注）２．参照） 

(単位：百万円) 
 

 連結貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1) 現金及び預金 29,452 29,452 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 60,321 60,321 ― 

(3) リース投資資産 8,374 8,440 66 

(4) 有価証券 38,997 38,997 ― 

(5) 投資有価証券 1,514 1,514 ― 

資産計 138,660 138,726 66 

(1) 支払手形及び買掛金 24,282 24,282 ― 

(2) リース債務 12,935 13,003 △67 

(3) 未払法人税等 7,214 7,214 ― 

負債計 44,432 44,499 △67 

デリバティブ取引（※）    

ヘッジ会計が適用されているもの (7) (7) ― 

デリバティブ取引計 (7) (7) ― 
 
(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については、( ）で示しております。 
 

 
(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 
 (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。 

 (3) リース投資資産 
時価については、未経過リース料の合計額を、新規に同様のリース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 (4) 有価証券 
時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。 

 (5) 投資有価証券 
時価については、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 
 (1) 支払手形及び買掛金、(3) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。 

 (2) リース債務 
時価については、未経過リース料の合計額を、新規に同様のリース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
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デリバティブ取引 
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と
一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時価に
含めて記載しております（上記「資産」(2) 及び「負債」(1) を参照)。 

 
２．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,841百万円）及び投資事業組合持分（連結

貸借対照表計上額966百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、｢(5) 投資有価証券」には含めておりません。 

 
(１株当たり情報に関する注記） 
 １株当たり純資産額 2,492円42銭
 １株当たり当期純利益 180円47銭
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貸 借 対 照 表 
  

（平成23年３月31日現在） 
(単位：百万円) 

 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 
 

買 掛 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
受 注 損 失 引 当 金 
アフターコスト引当金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

固 定 負 債 
 

リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
そ の 他 

 

 
 

81,489 
 

27,110 
4,054 
5,390 
4,802 
1,223 
4,089 

15,297 
14,570 
3,323 

49 
218 
239 
139 
979 

9,366 
 

8,149 
42 

1,092 
82 

 

負 債 合 計 90,855 
 

（純資産の部） 

株 主 資 本 
 
資 本 金 
 
資 本 剰 余 金 
 
資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 
 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 
繰越利益剰余金 

自 己 株 式 
 

評価・換算差額等 
 
その他有価証券評価差額金 
 
繰延ヘッジ損益 
   

 
 

138,690 
 

21,763 
 

33,076 
 

33,076 

90,238 
 

504 
89,734 
54,900 
34,834 

△ 6,387 
 

297 
 

302 
 

△     4 
  

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 
 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
リ ー ス 投 資 資 産 
有 価 証 券 
商 品 
仕 掛 品 
保 守 用 部 材 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
 
有 形 固 定 資 産 
 
建 物 
構 築 物 
工具、器具及び備品 
土 地 
リ ー ス 資 産 

無 形 固 定 資 産 
 
ソ フ ト ウ ェ ア 
ソフトウェア仮勘定 
リ ー ス 資 産 
そ の 他 

投資その他の資産 
 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
長 期 貸 付 金 
従業員に対する長期貸付金 
破 産 更 生 債 権 等 
長 期 前 払 費 用 
前 払 年 金 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
差 入 保 証 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 

176,599 
 

28,930 
576 

56,506 
8,168 

38,997 
9,372 
4,987 
7,305 

12,874 
6,987 
1,089 
808 

△     6 

53,243 
 

29,097 
 

16,551 
143 

2,337 
6,176 
3,888 

8,095 
 

3,933 
3,298 
784 
78 

16,050 
 

3,220 
2,448 

44 
5 
7 

47 
473 

1,761 
819 

6,784 
503 

△    65 純 資 産 合 計 138,987 

資 産 合 計 229,843 負 債 ・ 純 資 産 合 計 229,843 

 
(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
(単位：百万円) 

 

科        目 金        額 

売 上 高  261,953 

売 上 原 価  203,852 

売 上 総 利 益 
  

 58,100 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  46,379 

営 業 利 益 
  

 11,721 

営 業 外 収 益 
  

  

受 取 利 息 14  

受 取 配 当 金 4,171  

業 務 受 託 料 1,402  

そ の 他 360 5,949 

営 業 外 費 用 
  

  

支 払 利 息 217  

投 資 事 業 組 合 運 用 損 39  

そ の 他 22 279 

経 常 利 益 
  

 17,391 

特 別 利 益 
  

  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 308 308 

特 別 損 失 
  

  

固 定 資 産 除 却 損 159  

減 損 損 失 13  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 384  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 101  

会 員 権 評 価 損 16  

損 害 賠 償 金 114  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 656 1,445 

税 引 前 当 期 純 利 益 
  

 16,254 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,523  

法 人 税 等 調 整 額 △   138 5,385 

当 期 純 利 益 
  

 10,869 

 
 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
(単位：百万円) 

 

株   主   資   本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金  
資本金 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 別 途 

積立金 
繰越利益 
剰 余 金 

利 益 
剰余金 
合 計 

平成22年３月31日残高 21,763 33,076 33,076 504 54,900 29,727 85,131

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当   △5,762 △5,762

当 期 純 利 益   10,869 10,869

自己株式の取得    

株主資本以外の項目 
の 事 業 年 度 中 
の 変 動 額 （ 純 額 ) 

   

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― 5,106 5,106

平成23年３月31日残高 21,763 33,076 33,076 504 54,900 34,834 90,238

 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
自己株式 

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計

平成22年３月31日残高 △1,386 138,584 232 5 237 138,822

事業年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △5,762  △5,762

当 期 純 利 益  10,869  10,869

自己株式の取得 △5,001 △5,001  △5,001

株主資本以外の項目 
の 事 業 年 度 中 
の 変 動 額 （ 純 額 ) 

 69 △9 59 59

事業年度中の変動額合計 △5,001 105 69 △9 59 165

平成23年３月31日残高 △6,387 138,690 302 △4 297 138,987
 

(注) 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ……移動平均法による原価法 

   そ の 他 有 価 証 券 

 時 価 の あ る も の……………決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 時 価 の な い も の……………移動平均法による原価法 

(投資事業組合持分については持分法） 

 (2) デ リ バ テ ィ ブ………………原則として時価法 

 (3) たな卸資産 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産 

 商 品……………移動平均法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

 仕 掛 品……………個別法による原価法 

 保 守 用 部 材……………利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、データセンター事業に係る有形固定資産及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法） 

 (主な耐用年数） 

 建 物  15～41年 

 構   築   物  10～26年 

 工具、器具及び備品  ５～15年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウェア …………社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

 市場販売目的のソフトウェア…………見込販売数量に基づき償却 

(ただし、３年均等配分額と比較し、いずれか大きい

額とする） 

 (3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 
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 (2) 賞 与 引 当 金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

 (3) 役 員 賞 与 引 当 金 

役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。 

 (4) 受 注 損 失 引 当 金 

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失

見込額を計上しております。 

 (5) アフターコスト引当金 

システム開発案件等に係る将来のアフターコストの支出に備えるため、過去の実績率

に基づく将来発生見込額のほか、個別案件に係る必要額を計上しております。 

 (6) 退 職 給 付 引 当 金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 

(10年）による定額法により費用処理することとしております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

 (1) 受注制作のソフトウェア等に係る収益の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるもの 

……工事進行基準（原則として、工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

その他のもの 

……工事完成基準 

 (2) ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法によっております。また、販売

利益については、リース期間にわたり定額法により繰延べることとしております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

 (2) ヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクのヘッジについて、振当処理を採用しております。 
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  ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段……………………先物為替予約取引 

ヘ ッ ジ 対 象……………………外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

  ③ ヘッジ方針 

為替変動リスクをヘッジするため、社内規程に基づき、原則同一通貨建てによる同

一期日の為替予約を行っております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同一通貨建てによる同一期日の為替予約に限定しており、その後の為替相場の変動

による相関関係は確保されているため、有効性の評価を省略しております。 

 (3) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

６．重要な会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 
当事業年度より、｢資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号）及び「資産
除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号）を適用しており
ます。 
これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益はそれぞれ71百万円減少し、税引前当
期純利益は728百万円減少しております。 

 

７．表示方法の変更 

（貸借対照表関係） 
｢ソフトウェア仮勘定」は、前事業年度まで、無形固定資産の「ソフトウェア」に含めて
表示しておりましたが、当事業年度において、資産の総額の100分の１を超えたため、区
分掲記しております。 
なお、前事業年度の「ソフトウェア仮勘定」は、1,065百万円であります。 
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(貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 18,495百万円

 

２．保証債務 

従業員の伊藤忠グループ連合共済会住宅融資制度による金融機関からの借入に対する保証 

保証先 従業員（53名)

保証金額 234百万円

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短 期 金 銭 債 権 3,904百万円

  短 期 金 銭 債 務 24,128 

  長 期 金 銭 債 権 27 

 

４．取締役、監査役に対する金銭債務 

短期金銭債務（役員退職慰労未払金） 33百万円

長期金銭債務（役員退職慰労未払金） 21百万円

 

(損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

 関 係 会 社 へ の 売 上 高 12,410百万円

 関 係 会 社 か ら の 仕 入 高 等 56,255 

 関 係 会 社 へ の 保 守 委 託 料 11,168 

 関係会社とのその他の営業取引高 3,442 

 関係会社との営業取引以外の取引高 7,512 

 

２．減損損失 

電話加入権（遊休資産） 13百万円

 

(株主資本等変動計算書に関する注記） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 

 
前事業年度末
株式数（千株)

当事業年度増加
株式数（千株)

当事業年度減少 
株式数（千株) 

当事業年度末
株式数（千株)

 普通株式 470 1,672 ― 2,142

合計 470 1,672 ― 2,142
 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,672千株は、自己株式取得のための市場買付に

よる増加1,672千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。 
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(税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    （流動の部） 

    繰延税金資産 たな卸資産評価損否認 4,816百万円 

 賞与引当金否認 1,362 

 未払事業税否認 425 

 未払金否認 333 

 アフターコスト引当金否認 98 

 受注損失引当金否認 89 

 資産除去債務否認 57 

 その他 78 

 小計 7,262 

 評価性引当額 △274 

 繰延税金資産の純額 6,987百万円 

 

    （固定の部） 

    繰延税金資産 減価償却費損金算入限度超過額 955百万円 

 投資有価証券評価損否認 379 

 資産除去債務否認 448 

 関係会社株式評価損否認 188 

 投資事業組合運用損否認 87 

 その他 164 

 小計 2,223 

 評価性引当額 △353 

 合計 1,870百万円 

    繰延税金負債 前払年金費用 △722 

 有形固定資産 △166 

 その他有価証券評価差額金 △143 

 その他 △19 

 繰延税金資産の純額 819百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

   法定実効税率 41.0％ 

   （調整）  

    受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △10.4 

    交際費等永久に損金に算入されない項目 2.2 

    その他 0.3 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.1％ 
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、データセンター設備及び事務用機器等の一部につ

いては、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当事業年度末残高相当額 
(単位：百万円) 

 

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額
当 事 業 年 度 末
残 高 相 当 額

建 物 2,704 1,917 787

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,270 949 320

ソ フ ト ウ ェ ア 255 210 45

合   計 4,230 3,077 1,153

 

２．未経過リース料当事業年度末残高相当額 

１年内 555百万円 

１年超 715 

合計 1,270百万円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 980百万円 

減価償却費相当額 857 

支払利息相当額 75 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 
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(関連当事者との取引に関する注記） 
１．親会社及び法人主要株主等 
 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 
(百万円) 

事業の
内 容

議 決 権
等  の
被 所 有
割  合

事業上の
関  係

取引の
内 容

取引金額 
(百万円) 

科目 

当事業
年度末
残 高
(百万円)

親会社 
伊藤忠 
商事㈱ 

大阪市 
中央区 

202,241 
総 合
商 社

直接 
54.1％

間接 
0.0％

同社商品
の購入及
び当社商
品の販売

サーバの
購入等 

25,750 買掛金 2,792

 
(注) １．取引金額には消費税等は含まず、当事業年度末残高には消費税等を含んで表示し

ております。 
    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
      取引条件に関しては、両者協議の上で個別に決定していますが、資本関係のない

会社と通常取引する場合と同様の条件であります。 
 
２．子会社及び関連会社等 
 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金 
(百万円 ) 

事業の
内 容

議 決 権
等  の
所有割合

事業上の
関  係

取引の
内 容

取引金額 
(百万円) 

科目 

当事業
年度末
残 高
(百万円)

保守業務
の委託等

23,872 買掛金 3,935

システム
運用管理
業務の受
託等 

1,083 未 収 入 金 93子会社 

シーティ
ーシー・
テクノロ
ジー㈱ 

東京都 
千代田区

450 

システム
保守・サ
ポート事
業 

直接 
100.0％

システム
保守・サ
ポート事
業 委 託

資金の寄託契約 ─ 預り金 8,191

子会社 
㈱CRCシス
テムズ 

東京都 
千代田区

200 

システム
運用・サ
ポート事
業 

直接 
100.0％

コンピュー
タ 運 用
業務の委託

資金の寄託契約 ─ 預り金 4,085

 
(注) １．取引金額には消費税等は含まず、当事業年度末残高には消費税等を含んで表示し

ております。 
２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 取引条件に関しては、両者協議の上で個別に決定していますが、資本関係のな
い会社と通常取引する場合と同様の条件であります。 

(2) 資金の寄託契約の利率に関しては、市場金利を勘案し、両者協議の上で個別に
決定しております。 

３．資金の寄託契約に関しては、当社のキャッシュマネジメントサービス等の利用に
より資金が移動するため、取引金額は記載せずに、当事業年度末残高のみ記載し
ております。 

 
(１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額 2,228円90銭

 １株当たり当期純利益 171円29銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 

 

平成２３年５月１２日
 

 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 
 

取   締   役   会  御中 

 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮 坂 泰 行 ㊞

  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 惣 田 一 弘 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、伊藤忠テクノソリューションズ

株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書について監査

を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計

方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計

算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社及び連結子会社から成る企業集

団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

 

追記情報 

 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は

当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」が適用されることとなったため、この会計基準により連結計算書類を作成してい

る。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 
以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 

 

平成２３年５月１２日
 

 

伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 
 

取   締   役   会  御中 

 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮 坂 泰 行 ㊞

  

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 惣 田 一 弘 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、伊藤忠テクノソリューションズ

株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第３２期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「資産除去債務に関

する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」が適用されることとなった

ため、この会計基準により計算書類を作成している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 
以 上 

 

02_9130001102306.pdf   23 2011/05/20   17:48:10



― 42 ― 

監査役会の監査報告書 謄本 
 

 

監 査 報 告 書 
 

当監査役会は、平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第32期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。 

 

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、当期の監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、

監査計画等に従い、取締役、監査室（内部監査部門)、その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が、法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するた

めに必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制、いわゆる「内部統制システム」の状況を監視及び検証いたしました｡ 

 子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を

図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について

検討いたしました。 

 さらに会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監査及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げ

る 事 項 ） を 「 監 査 に 関 す る 品 質 管 理 基 準 」 (平 成 17年 10月 28日 企 業 会 計

審 議 会 ） 等 に 従 っ て 整 備 し て い る 旨 の 通 知 を 受 け 、 必 要 に 応 じ て 説 明 を

求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、個別注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類 

(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記）に

ついて検討いたしました。 
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２． 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。 

二  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。 

 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。 

 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。 

 

平成23年５月19日        伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 監査役会 

常勤監査役（社外監査役) 笠 間 正 夫 ㊞

常勤監査役 柴 田  寛 ㊞

監査役（社外監査役） 林  光 佑 ㊞

監査役（社外監査役） 江 名 昌 彦 ㊞
  

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
  第１号議案 剰余金の処分の件 

 剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。 
 期末配当金に関する事項 

 当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題として認識し、安定的
な配当に努めるとともに、業績に応じた利益還元を重視し、内部留保金との
バランスを考慮しながら、配当水準を高めることを基本方針としております。 
 当期の期末配当金につきましては、当社の基本方針に基づき、財務状況や 
業績等を勘案したうえで次のとおりといたしたいと存じます。 
(1) 配当財産の種類 
   金銭 
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金45円 総額2,806,074,360円 
平成22年12月３日に、１株につき45円の中間配当を実施しております
ので、当期の年間配当金は１株につき90円となります。 

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日 
   平成23年６月23日 

 
  第２号議案 取締役12名選任の件 

 本株主総会終結の時をもって取締役全員（11名）の任期が満了いたします。 
また、取締役 西山茂樹氏が平成23年３月31日をもって辞任により退任いたし
ましたので、新たに取締役12名の選任をお願いするものであります。 
 その候補者は、次のとおりであります。 

 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

１ 

おく  だ  よう  いち 

奥 田 陽 一 

(昭和22年10月４日生) 

昭和45年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成12年６月 同社代表取締役 

平成13年６月 同社常務執行役員 

平成15年６月 同社代表取締役常務取締役 

平成16年４月 同社代表取締役専務取締役 

平成17年４月 同社代表取締役副社長 

平成17年６月 当社代表取締役社長（現任） 

3,600株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

２ 

わら  しな よし のり 

藁 科 至 德 

(昭和27年６月11日生) 

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社 
平成12年１月 伊藤忠インターナショナル会社 
       宇宙・情報部門長 
平成13年４月 当社経営戦略室長 
平成14年６月 当社執行役員 
平成15年６月 当社常務取締役 
       経営戦略室長（兼）経営統括部

門長 
平成16年４月 当社金融システム事業担当役員

(兼）財務・経理、人事、総務
担当役員 

平成17年４月 当社金融システム事業担当役員
(兼）クロスファンクショング
ループ担当役員 

平成18年６月 当社取締役（現任） 兼 常務執
行役員 金融システム事業担当
役員 

平成19年４月 当社金融システム事業グループ
担当役員（現任） 

平成21年４月 当社専務執行役員（現任） 
平成23年４月 当社ソリューションビジネスセ

グメント分掌役員（現任） 

2,900株

３ 

いの  うえ ひろ お 

井 上 裕 雄 

(昭和27年８月21日生) 

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社 
平成11年６月 当社取締役 
平成15年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門長 
平成15年６月 同社執行役員 
平成18年４月 同社常務執行役員 宇宙・情

報・マルチメディアカンパニー
エグゼクティブバイスプレジデ
ント 

平成19年４月 同社ITOCHU DNAプロジェクト室
長（兼）営業分掌役員補佐（開
発担当） 

平成20年４月 同社宇宙・情報・マルチメディ
アカンパニー プレジデント  

平成20年６月 同社代表取締役常務取締役 
平成21年４月 同社情報通信・航空電子カンパ

ニー プレジデント 
平成22年４月 同社代表取締役常務執行役員 
平成23年４月 当社専務執行役員 サービスビ

ジネスセグメント分掌役員 
(兼）保守・運用サービス事業
グループ担当役員（現任） 
シーティーシー・テクノロジー
㈱取締役（現任） 
CTCシステムサービス㈱取締役 
(現任） 

0株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

４ 

さくら ば  しんいちろう 

櫻  庭  愼 一 郎 

(昭和29年７月24日生) 

昭和52年４月 伊藤忠データシステム㈱入社 
昭和61年７月 移籍により当社社員 
平成15年４月 当社テレコム営業第１本部長 
平成15年６月 当社執行役員 
平成17年４月 当社エンタープライズシステム

第２事業担当役員（兼）サービ
スシステム本部長 

平成17年６月 当社常務執行役員（現任） 
平成18年４月 当社エンタープライズシステム

事業担当役員 
平成18年６月 当社取締役（現任)  
平成19年４月 当社エンタープライズシステム

事業グループ担当役員（現任） 

4,000株

５ 

まつ  ざわ  まさ   あき 

松 澤 政 章 

(昭和29年11月23日生) 

昭和53年４月 伊藤忠データシステム㈱入社 
平成元年10月 移籍により当社社員 
平成14年４月 当社テレコム営業第２本部長 
平成14年６月 当社執行役員 
平成17年４月 当社情報通信システム事業担当

役員補佐（兼）テレコムシステ
ム第３本部長 

平成19年４月 当社常務執行役員（現任）デー
タセンター事業グループ担当役
員 

平成20年６月 ㈱CRCシステムズ（現CTCシステ
ムサービス㈱）取締役 

平成21年６月 当社取締役（現任） 
平成23年４月 当社情報通信システム事業グル

ープ担当役員（現任） 

5,900株

６ 

 さい とう     あきら 

齊 藤  晃 

(昭和30年３月13日生) 

昭和52年４月 伊藤忠データシステム㈱入社 
昭和61年７月 移籍により当社社員 
平成13年４月 当社営業第５本部長（兼）CRM

営業推進部長 
平成14年６月 当社執行役員 
平成16年４月 当社ITエンジニアリング室担当

役員（兼）ITエンジニアリング
室長 

平成17年４月 当社地域担当役員（西日本) 
(兼）大阪支店長 

平成18年４月 当社西日本担当役員（兼）エン
タープライズビジネス第２本部
長 

平成19年11月 当社クロスファンクショングル
ープ担当役員補佐 

平成21年４月 当社常務執行役員（現任）クロ
スファンクショングループ担当
役員 

平成21年６月 当社取締役（現任） 
平成23年４月 当社経営企画グループ担当役員 

(兼）経営企画室長（現任） 

4,600株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

７ 

たか  とり  しげ   みつ 

髙 取 成 光 

(昭和30年６月10日生) 

昭和55年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成10年６月 当社監査役 

平成12年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門企画

開発室長 

平成14年４月 同社情報産業部門ビジネスソリ

ューション部長 

平成14年６月 当社取締役 

平成17年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門長代

行 

平成17年６月 当社取締役 

平成18年４月 伊藤忠商事㈱情報産業部門長 

平成19年４月 同社執行役員 

平成21年５月 当社常務執行役員（現任）流通

システム第４事業部長 

平成22年４月 当社流通システム第２事業グル

ープ担当役員 

アサヒビジネスソリューション

ズ㈱取締役（現任） 

平成23年４月 当社流通システム事業グループ

担当役員（現任） 

900株

８ 

いけ  だ しゅう じ 

池 田 修 二 

(昭和27年１月13日生) 

昭和49年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成10年６月 伊藤忠インターナショナル会社

バイスプレジデント（兼）コン

トローラー 

平成15年３月 同社チーフフィナンシャルオフ

ィサー 

平成15年11月 伊藤忠商事㈱宇宙・情報・マル

チメディア管理部長 

平成16年４月 同社宇宙・情報・マルチメディ

アカンパニー チーフフィナン

シャルオフィサー 

平成16年６月 当社監査役 

平成21年４月 伊藤忠商事㈱情報通信・航空電

子カンパニー チーフフィナン

シャルオフィサー 

平成22年５月 当社常務執行役員（現任）経営

管理グループ担当役員補佐 

       (兼）リスクマネジメント室長 

平成23年４月 当社経営管理グループ担当役員 

(現任） 

200株

 

03_9130001102306.pdf   4 2011/05/20   19:50:57



― 48 ― 

 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

９ 

か  とう  みつ   あき 

加 藤 光 明 

(昭和28年３月３日生) 

昭和50年４月 伊藤忠商事㈱入社 
平成12年４月 ㈱CRC総合研究所インターネッ

ト事業部ネットテクノロジーセ
ンター長 

(平成13年８月 ㈱CRCソリューションズに商号 
        変更) 
平成16年４月 同社システム監査・新技術室長 
平成18年４月 移籍により同社社員 
       同社品質・生産性向上推進セン

ター長 
平成18年10月 当社品質・生産性向上推進室長 
平成19年４月 当社ソフトウェアエンジニアリ

ング室長 
平成20年４月 当社システムエンジニアリング

室長 
平成20年６月 当社執行役員 
平成21年４月 当社流通システム第５事業部長 
平成23年４月 当社常務執行役員 クロスファ

ンクショングループ担当役員 
(現任） 

0株

10 

まつ  もと  たか  とし 

松 本 孝 利 

(昭和16年８月10日生) 

昭和41年４月 日本電子開発㈱（現キーウェア
ソリューションズ㈱）入社 

昭和61年５月 日本サン・マイクロシステムズ
㈱（現日本オラクルインフォメ
ーションシステムズ㈱) 代表取
締役社長 

平成４年５月 日本シスコシステムズ㈱（現シ
スコシステムズ合同会社）代表
取締役社長 

平成７年８月 米国シスコシステムズインク副
社長 

平成10年10月 日本シスコシステムズ㈱代表取
締役会長 

平成13年４月 アカデミーキャピタルインベス
トメンツ㈱代表取締役社長（現
任） 

平成15年６月 当社取締役（現任） 
平成17年４月 学校法人法政大学理事 
       ビジネス・ブレークスルー大学

院大学（現ビジネス・ブレーク
スルー大学大学院）教授（現
任） 

平成21年４月 学校法人法政大学理工学部教授 
       (現任） 
平成22年４月 ビジネス・ブレークスルー大学

教授（現任） 

0株
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る
当社の株式数

11 

す  さき  たか  ひろ 

須 﨑 隆 寛 

(昭和31年９月８日生) 

昭和54年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成15年10月 同社情報産業ビジネス部長 

平成16年４月 同社情報産業部門長代行（兼）

情報産業ビジネス部長 

平成16年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社パートナーディストリビュ

ーション事業本部長 

平成17年６月 当社執行役員 

平成19年４月 当社流通システム第２本部長 

平成20年４月 当社流通システム第４事業部長 

平成21年４月 伊藤忠商事㈱執行役員（現任）

情報通信・メディア部門長 

平成21年６月 当社取締役（現任） 

平成23年４月 伊藤忠商事㈱情報通信部門長 

       (現任） 

700株

12 

あら  い  とも  ひと 

荒 井 智 仁 

(昭和36年12月15日生) 

昭和60年４月 伊藤忠商事㈱入社 

平成17年４月 当社経営企画部長 

平成19年４月 当社データセンター事業戦略企

画室長 

平成20年４月 当社DC営業本部長 

平成21年４月 伊藤忠商事㈱情報産業ビジネス

部長（現任） 

日本テレマティーク㈱取締役 

(現任） 

平成21年６月 当社取締役（現任） 

0株

 
 (注) １．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
    ２．松本孝利氏は、社外取締役候補者であり、当社は、同氏が㈱東京証券取引所が指

定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員である旨の独
立役員届出書を提出しております。 

    ３．社外取締役候補者 松本孝利氏に関する特記事項は次のとおりであります。 
     (1) 選任理由 

松本孝利氏は、経営者としての豊富な経験及び幅広い識見をお持ちであり、こ
れらを当社の経営に反映していただくため、社外取締役への選任をお願いする
ものであります。 

     (2) 当社の社外取締役に就任してからの年数 
松本孝利氏の社外取締役在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって８年と
なります。 

     (3) 当社との責任限定契約 
松本孝利氏は、当社との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
の定める額としております。同氏の再任をご承認いただいた場合、同氏は当社
との間で上記責任限定契約を継続する予定です。 
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  第３号議案 監査役１名選任の件 
 本株主総会終結の時をもって監査役の江名昌彦氏が辞任により退任いたしま
すので、その補欠として監査役１名の選任をお願いするものであります。 
 なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 
 その候補者は次のとおりであります。 

 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、地位及び 
重要な兼職の状況 

所 有 す る
当社の株式数

まつ  い  しげ  かず 

松 井 繁 和 

(昭和27年３月７日生)

昭和49年４月 安宅産業㈱入社 

昭和52年10月 合併により伊藤忠商事㈱社員 

平成13年４月 同社監査部第３チーム長 

平成16年６月 同社機械経営管理部長代行 

平成18年５月 同社機械経営管理部長 

平成19年５月 同社機械カンパニー チーフフィナンシ

ャルオフィサー 

平成23年４月 同社機械・情報カンパニーCFO･CIO 

       (現任） 

0株

 
 (注) １．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
    ２．松井繁和氏は、社外監査役候補者であります。 
    ３．社外監査役候補者 松井繁和氏に関する特記事項は次のとおりであります。 
     (1) 選任理由 

松井繁和氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法により直接会
社経営に関与されたご経験をお持ちではありませんが、現在当社の特定関係事
業者（親会社）である伊藤忠商事㈱機械・情報カンパニーのCFO及びCIOを務め
られ、永年にわたる同社勤務において培われた豊富な実務経験と幅広い識見を
お持ちであり、当社社外監査役として適任と判断し、選任をお願いするもので
あります。 

     (2) 当社との責任限定契約 
松井繁和氏の選任が承認された場合、同氏は当社との間で、会社法第423条第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。ただし、当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める額といたします。 

 
以 上 
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株主総会会場 ご案内図 
 

 

 

 

場 所 東京都千代田区霞が関三丁目３番２号 

    新霞が関ビル 灘尾ホール 

最寄駅●東京メトロ銀座線 

    〈虎ノ門駅〉５番出口より徒歩６分 

   ●東京メトロ丸ノ内線・千代田線・日比谷線 

    〈霞ヶ関駅〉A13番出口より徒歩８分 
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